
阿賀野市告示第１９１号 

 阿賀野市地域おこし協力隊設置要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

  令和７年９月２９日 

                        阿賀野市長 加 藤 博 幸   

 

   阿賀野市地域おこし協力隊設置要綱の一部を改正する要綱 

 阿賀野市地域おこし協力隊設置要綱（平成２７年阿賀野市告示第２９号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条の見出しを「（趣旨）」に改め、同条中「設置する」の次に「ものとし、協力隊

の隊員（以下「隊員」という。）の任命及び活動等に必要な事項を定めるものとする」

を加える。 

 第２条を次のように改める。 

（隊員の種別と身分） 

第２条 隊員の種別は次の号に掲げるとおりとし、その身分は、当該各号に定めるとお

りとする。 

(１) 任用型地域おこし協力隊員（以下「任用型隊員」という。） 地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第１号のの規定により採用する会

計年度任用職員 

(２) 委託型地域おこし協力隊員（以下「委託型隊員」という。） 市が委託する法人

等の構成員又は個人事業主 

 第３条の見出しを「（任用又は委託）」に改め、同条中「任用」の次に「又は委嘱」を

加え、同条第１号を次のように改める。 

(１) 推進要綱第３(１)④に規定する者で、本市に住民票を異動し、当該住民票に記

載された住所に生活の本拠を置くことができる者。なお、該当する転出地及び転

入地については、別表のとおりとする。 

第４条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の1号を加える。 

(７) スポーツ・文化に関する活動 

第１３条を第１９条とし、第１２条を第１８条とし、第１１号を第１７号とする。 

第１０条の見出しを「（任用型隊員の活動報告）」に改め、同条中「隊員」を「任用型

隊員」に改め同条を第１６号とする。 

第９条を第１５号とし、第８条を第１４号とする。 

第７条の見出しを「（任用型隊員の勤務条件）」に改め、同条中「隊員」を「任用型隊

員」に改め、同条を第８条とし、同条の次に次の５条を加える。 

（任用型隊員の活動経費等） 

7.10.9 



第９条 市長は、任用型隊員の活動に要する経費を予算の範囲内で負担するものとする。 

（委託型隊員の委嘱期間） 

第１０条 委託型隊員の委嘱期間は、１年以内とする。ただし、市長が必要と認めると

きは、委嘱期間が終了した者に委託型隊員を再度委嘱することができる。 

（委託型隊員の身分及び勤務条件） 

第１１条 委託型隊員の身分は、受入団体等に雇用される者とし、市と委託型隊員の間

に雇用関係は生じないものとする。 

２ 委託型隊員の勤務条件については、市と協議の上で、受入団体等が定めるものとす

る。 

（委託型隊員の報酬等） 

第１２条 委託型隊員の活動に対する報酬等は、受入団体等が市の支払う委託料から支

払う。 

（委託型隊員の解任） 

第１３条 市長は、委託型隊員が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、委嘱

期間の途中であっても、受入団体等と協議の上で、委託型隊員の委嘱を取り消し、解

任することができる。 

(１) 協力活動に必要な適格性を欠く場合 

(２) 心身の故障のため、協力活動の遂行に支障があり、又はこれに耐えられない場

合 

(３) 自己の都合により、解任願（第１号様式）を提出した場合 

(４) 法令に違反し、又は隊員活動を怠った場合 

(５) 隊員として、ふさわしくない行為等が有った場合 

(６) 市と協議することなく住民票を異動（市内の異動を除く。）した場合 

(７) 受入団体等が業務委託契約の解除を申し出たとき。 

(８) 前各号に掲げるもののほか、市長が隊員として適当でないと認めるとき。 

第６条の見出しを「（任用型隊員の解任）」に改め、同条中「隊員」を「任用型隊員」

に改め、同条に次の１号を加える。 

(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が隊員として適当でないと認めるとき。 

第６条を第７条とする。 

第５条の見出しを「（任用型隊員の任期）」に改め、同条中「隊員」を「任用型隊員」

に改め、同条ただし書き中「再任」を「市長が必要と認めるときは、再任」に改め、同

条を第６条とし、同条の前に次の１条を加える。 

（関連業務の委託） 

第５条 市長は、隊員の活動を適切に管理できると認める法人若しくは団体又は個人事



業主（以下「受入団体等」という。）に隊員の活動管理等を委託することができる。こ

の場合において、委託の内容（活動報告、委託料及び活動経費等を含む）については、

受入団体等との協議により決定し契約するものとする。 

２ 市長は、予算の範囲内において、受入団体等に対し、委託料を支払う。 

別表備考第１項中「区域」の次に「（ただし、国勢調査令（昭和５５年政令第９８号）

によって調査した平成１７年１０月１日現在の市町村人口（平成１７年１０月２日以降

に行われた市町村の合併を経た市町村にあっては、合併関係市町村における平成１７年

１０月１日現在の市町村人口の合計をいう。）及び同令によって調査した平成２７年１

０月１日現在の市町村人口を用いて算出した人口減少率が１１％以上である市町村の

区域を除く。）」を加える。 

第１号様式中「第６条」を「第７条、第１３条」に改める。 

第２号様式中「第８条」を「第１４条」に改める。 

第３号様式、第４号様式及び第５号様式中「第１０条」を「第１６条」に改める。 

附 則 

この告示は、令和７年９月２９日から施行する。 


